
 

 
令和５年度林業従事者等確保緊急支援対策補助金のうち 

労働安全対策・経営力強化対策のうち林業労働安全確保対策事業 
 

第２次募集選定企画運営委員会の審査選考に伴う意見を踏まえた総評 
 

（第２次審査） 
■本事業の趣旨 

本事業は、林業従事者等確保緊急支援対策として、認定事業主、選定経営体又は認定
事業主若しくは選定経営体を取りまとめる地方公共団体、林業関係団体等に対し、林業
労働力の確保をはかるため、安全で衛生的な職場づくりを通じた林業労働力の確保に向
けた安全衛生装備・装置の導入と労働安全衛生研修の実施を支援するものです。 

令和６年６月10日から令和６年７月10日まで交付申し込みを受けた第２次募集では、予
算額を大きく超過する二倍の補助申し込みがありました。 

本総評は令和６年６月10日から令和６年７月10日まで交付申し込みを受け付けた第２次
募集選定企画運営委員会の審査選考に伴う意見を踏まえたものです。 

 
■導入品に関して 
１）安全衛生装備・装置の導入に伴う製品の評価と普及について 
事業は国庫補助による地域に適合した安全衛生装備・装置の導入と普及をとおして林

業労働災害の低減と労働環境の改善から林業労働力の確保・定着をはかるものです。こ
のため、導入を計画する安全衛生装備・装置は、新規性と試行的な導入に対して助成を
行います。 
従って、耐用年数が経過した既存の装備・装置の入れ替えや、既に使用している装備

の補充、並びに森林整備事業ではない特殊伐採事業を目的とした機資材、さらに林業労
働災害の低減を目的にしない生産性の向上及び調査精度の確保向上を目的とする申し込
みは補助対象外としました。 
なお、導入を計画する安全衛生装備・装置は、同様の機能を有する複数社の製品を導

入して比較検討することを基本とします。また、導入する製品ごとに事務局が指定する
使用者のアンケートを行っていただきます。 
 
２）保護衣（防護ズボン・チャップス）の導入について 
下肢の切創防止用保護衣（防護ズボン・チャップス）は、労働安全衛生規則で規定さ

れるJIS T8125-2（class1以上）に適合する防護ズボン又は同等以上の性能を有するもので
あること。 
なお、JIS T8125-2は令和４年９月に改正され、国際規格ISO 11393-1～ISO 11393-6に

適合しました。このため、厚生労働省労働基準局通達により「令和６年１月以降は改定



前のJIS適合品は、新たなJISに適合したものに切り替えることが望ましい」とされてい
るので注意すること。新しいJIS T8125-2に適合した切創防止用保護衣には「JIS2022
（class1～class3）」の情報が容易に消えない方法で表示することになっているので確認
すること。 
 

３）フェイスガード・イヤマフ付きヘルメットの導入について 
防護帽に関しては伐木作業用で普及が遅滞するフェイスガード・イヤマフ付きのヘルメッ

トの導入を基本とします。なお、後付け可能なフェイスガード・イヤマフのみの導入や、一
般的な保護帽にフェイスガード・イヤマフを取り付けた保護帽も補助対象とします。 
なお、フェイスガード・イヤマフ付きのヘルメットは「物体の飛来又は落下による危険を

防止する保護帽」と「墜落による危険を防止する保護帽」の規格は異なります。高所作業を
目的とする申込で「墜落による危険を防止する保護帽」の検定に合格していないフェイスガ
ード・イヤマフ付きのヘルメットの申し込みは補助対象外としました。 
 

４）安全靴（防護ブーツ）の導入について 
防護ブーツは、チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドラインで規定される

JIS T8125-3（class1以上）に適合する安全靴又は同等以上の性能を有するものであること。 
 

５）ファン付きジャンパー及びファン付きベスト及び防護着・蛍光ベスト・レインウェアの
導入について 
ファン付きジャンパー及びファン付きベスト及び防護着等は、チェーンソーによる伐木等

作業の安全に関するガイドラインで示される「視認性の高い目立つ色合い」であって、「人
間工学に配慮した使いやすい機能を備えた」ものを選定すること。ファン付きジャンパー及
びファン付きベストの導入では、速乾性・接触冷感性などのインナーとセットで使用するこ
とで効果が高まるので、導入をあわせて検討すること。特に、レインウェアは人間工学
に配慮した防水性、透湿性、防風性機能が高い製品のみを補助対象としますので注意し
てください。 

 
６）無線の導入について 

2024年12月1日以降、周波数が350MHz帯及び400MHz帯のアナログ簡易無線機は廃止
になります。従って、採択した無線機はデジタル無線機及びBluetooth電波を利用する短
距離無線機等を補助対象とします。Bluetooth電波を利用した無線機は通話距離が短く、
相互通信台数に限りがありますので、導入前に使用条件を確認して導入すること。導入
する無線機については、事務局が指定する使用者のアンケートを行っていただきます。 
なお、LPWA通信システムについては、導入価格が高額なこと、これまで導入実

証した状況からバッテリーと中継器の管理が難しいこと、並びに新たな通信シス
テムの試行が始まっていることなどから、機器をリースで導入した使用が望まし
いと考え補助対象外としました。 
  



 
７）安全衛生に関する導入品について 

AED、救急セット、担架、エピペン、蜂スプレー、熊スプレー、防蜂ネットなど多くの安
全衛生品導入の申し込みがありましたが、事業予算額の二倍の申し込みがありましたので、
安全装備・装置を優先した補助対象とし、安全衛生品は全て補助対象外としました。 
 
８）林業事業場の安全衛生に直接関与しない安全衛生装備・装置について 

作業場で使用されている腰鉈、硬質プラスチッククサビ、スチールワイヤー、エンジン
チェーンソー、甲ガード付及びスパイク付地下タビ、JISに適合しない防護靴は安全衛生の
確保向上につながらないので補助対象外としました。 

 
■研修計画について 
事業は国庫補助による地域に適合した安全衛生装備・装置の地域への普及啓発が事業の

目的の一環です。 
このため、安全衛生装備・装置を活用した研修会の開催は、申請経営体の数名を対象と

するものではなく、地域の多くの林業経営体や行政機関の参画を得て開催するよう十分に
配慮すること。 
特に、行政機関が主導する研修会に参加する申請団体は、代表者のみ数名が研修会に参

加するのではなく、導入する装備品に対応した人数が研修会に参加すること。 
また、研修計画において、導入した安全衛生装備・装置の普及について、研修会で報告

及び展示紹介すると企画提案した申請者は、計画とおりに普及活動を行って、記録写真等
を実施報告書概要版に添付して提出すること。 

 

■実績報告書提出期限について 
事業は、交付決定日から令和６年12月６日(金)までです。事業が完了次第、実績報告書の

提出が必要です。 
実績報告書の提出期限は、補助事業完了の日から起算して30日以内、または令和６年12

月13日（金）のいずれか早い日としているので提出が遅滞しないよう注意してください。 
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